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公害防止体制整備推進費
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担当名:担当名:水環境担当

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律、埼玉県生

活環境保全条例（義務） 040301　公害のない安全な地域環境の保全

予算額

決定額 1,4761,476
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公害防止組織整備費

１　事業概要

　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律及

び埼玉県生活環境保全条例では、一定規模以上のばい煙

や排水を排出する工場等に公害防止統括者や公害防止監

督者等の選任を義務付けている。これらの者が中心とな

って実効ある公害防止対策を講じていくために公害防止

組織を整備し、指導を行っていく。

（１）特定工場・指定工場等の指導　 　　　22千円

（２）公害防止管理者等フォローアップ

（３）公害防止主任者資格

　　　認定講習の実施    　　　　　　　　853千円

２　事業主体及び負担区分

　（県10/10）

３　地方財政措置の状況

　普通交付税（包括算定経費）（区分）企画費

　（細目）環境保全対策費　（細節）環境保全対策費

　（積算内容）環境の監視調査・測定・分析、

　　　　　　　公害の規制等

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　26）0.7人×9,500千円＝6,650千円

　25）0.7人×9,500千円＝6,650千円

５　事業説明
（１）事業内容

　　ア　特定工場・指定工場等の指導　　　　　　　　　　　 22千円
　　　　公害防止統括者等又は公害防止監督者等が未選任である特定工場・指定工場等に対して、公害防止組織制度を周
　　　知し、選任・届出を行うよう指導する必要がある。
　　　　そのため、事業者の理解しやすいパンフレットを作成・配布し、県環境管理事務所及び市町村が行う指導の一助
　　　とする。
　　イ　公害防止管理者等フォローアップセミナーの開催　　601千円
　　　　「今後の効果的な公害防止の取組促進方策の在り方について」（平成22年1月中央環境審議会答申）において、
　　　事業者向けセミナーの開催の必要性がうたわれている。このため、公害防止管理者等を対象にセミナーを開催し、
　　　公害防止組織の資質を高める。
　　ウ　公害防止主任者資格認定講習の実施　　　　　　　　853千円
　　　　埼玉県生活環境保全条例に規定する公害防止組織のうち、指定工場等において公害の発生抑制に関する技術的事
　　　項を管理する「公害防止主任者」の資格を認定するための講習及び試験を行う。
（２）事業計画

    　　約3,600か所　　※今後も同内容で継続する見込みである。
　　ア　特定工場・指定工場等の指導

　　イ　公害防止管理者等フォローアップセミナー参加予定者数
　　　　各年460名（平成28年度までの５年間で計2,300名）
　　ウ　公害防止主任者資格認定講習受講予定人数
　　　　大気 110名、水質 75名、騒音・振動 75名、ダイオキシン類関係 10名　　計270名
（２）事業効果
　　　公害防止組織を整備することにより、公害防止統括者等を中心として実効ある公害防止対策を講じ、公害を未然に
　　防止することができる。

(単位：千円)

　　　セミナーの開催　　　　　　　　  　601千円

分野施策


